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平成２４年９月１９日 

 

岩倉市行政経営プラン推進委員会 



Ⅰ はじめに 

岩倉市では、平成２４年３月に、平成２７年度を目標年度とした「岩倉市

行政経営プラン」及び「同行動計画」を策定した。この「岩倉市行政経営プ

ラン」においては、基本目標を「将来にわたって自立でき、発展するまちづ

くり」と定めるとともに、経営指標として「岩倉市の施策に対する市民満足

度の向上」「財政指標」を掲げ、４つの改革の柱とこの柱ごとに方向性を定

めて行政改革に取り組むこととした。なお、このプラン及び行動計画の策定

に当たっては、岩倉市行政経営プラン推進委員会（以下「当委員会」という。）

にも意見を求められ、提言を行った。 

このたび、当委員会は、岩倉市行政経営プラン及び同行動計画に基づく平

成２３年度実績と平成２４年度計画について、平成２４年８月１０日・２１

日・２４日の３日間に渡り審議を行い、その評価及び提案を次のとおり取り

まとめたので報告する。 

 

 

Ⅱ 総括 

  平成２３年度は「多様な縁で創る「役立ち感」に満ちた市民社会をめざす」

を基本理念とした第４次岩倉市総合計画の初年度に当たる。行政経営プラン

及び同行動計画は、効果的かつ効率的な行政経営を行うためのツールであり、

これに基づき行政改革を進めることが、総合計画を下支えし、推進するため

に必要不可欠な取組である。 

  今回、当委員会に提出された行政経営プラン行動計画の平成２３年度実績

及び平成２４年度計画は、平成２４年２月に行政経営プラン及び同行動計画

の策定に当たって当委員会が提案した意見は、おおむね反映されていた。Plan

→Do→Check→ActionのＰＤＣＡサイクルを着実に回すという観点から考え

れば、取組項目を担当する部門の職員１人ひとりの意識にＰＤＣＡサイクル

が浸透するべきであり、今後はそのようなことが確実に行える仕組みを構築

されたい。 

また、今回行動計画として挙げられたものの中には、平成２４年度又は  

２５年度に取組が完了するものが多く含まれている。これらの項目を確実に

達成していくことは言うまでもないが、今後は、平成２７年度までの計画期

間を見据えて、行政経営プランの４つの改革の柱とその柱ごとの方向性に基

づき、数値目標を取り入れた新たな取組項目を積極的に設定すべきであると

考える。 

  行動計画について更にいえば、経費の削減や歳入の確保に結びつく項目が

まだまだ少ないと思われる。今回のプランは、単に経費の削減を求めるもの

ではないが、行政改革の基本は、効率的かつ効果的な行政を目指すことにあ
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る。今回のプランにおいては、新たな経営指標として、市民満足度の向上を

取り入れたが、市民満足度の向上と効率的かつ効果的な行政を目指すことを

両立すべきである。このことをしっかり踏まえて、行動計画を策定したから

５年間はそのままでよいということではなく、常に見直しを行い、職員１人

ひとりが市全体のことを考えながら、積極的な経費の削減、財源の確保に取

り組んでほしい。 
  人口減少時代が到来し、また、地方分権の進展に伴い自治体が互いに切磋琢磨

する時代において、岩倉市の優位性と劣る点を見極めて、優位性を伸ばし、劣る

点は克服する努力を続けることにより、岩倉市が選ばれる都市となってほしい。

そのためには、本市における事務の積極的な見直しや他自治体の情報収集を積

極的に行い、有効と思われるものは積極的に取り入れることで、岩倉市が「住ん

でみたい」「住んでよかった」「住み続けたい」まちになることを目指して

ほしい。 

最後に、これからの４年間は、少子高齢化社会の進展に伴う人口減少や人

口構造の変化のほかにも、消費税引き上げへの対応、地方分権改革で国、県

の事務が市町村へ移譲されることによる事務量の増加、５０歳代後半の職員

が大量に退職することで職員の年齢構成が若返り、経験が求められる業務に

対して適切な対応が困難になることへの懸念、市民に対する市への要望の多

様化、複雑化などの要因により、大きな転換期になると思われる。今後は、

岩倉市行政経営プラン及び同行動計画に基づく行政改革を着実に進めるとと

もに、第４次岩倉市総合計画に基づく計画的な行政を進めることで、地に足

のついた堅実な行政が行われることを強く望むものである。 

 

 

Ⅲ 岩倉市行政経営プランにおける指標・目標値について 

経営指標１ 岩倉市の施策に対する市民の満足度 

岩倉市の施策に対する市民満足度を把握するために、市では、平成２４年

６月から７月にかけて、無作為抽出による市民1,500人に対して調査を行った。

その結果、岩倉市の施策に対する市民満足度は－0.02となり、基準となる平

成２０年の市民意向調査の結果と同値となった。計画最終年度である平成27

年度における目標値は0.10としており、今後は、あらゆる機会を捉えて市民

ニーズを的確に把握し、費用対効果を十分念頭に置いてこれらを推進するた

めの方策を真摯に検討してほしい。また、それらの取組を市民に分かりやす

く、かつ積極的に周知すべきである。 

 

経営指標２ 財政指標 

  財政指標として設定している３つの指標は、平成23年度決算数値として、

経常収支比率は85.5％（平成２７年度決算での目標値は88.0％以下）、将来
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負担比率は45.3％（平成27年度決算での目標値は100.0％以下）、実質公債費

比率は8.0％（平成27年度決算での目標値は11.0％以下）でいずれも行政経営

プランの目標値以内であり、財政指標は適正であるといえる。 

一方で、今後は、小牧岩倉衛生組合の焼却炉建設等によりさらなる財政負

担が見込まれるため、一層適切な財政運営に心がけてほしい。 

 

 

Ⅳ 岩倉市行政経営プラン行動計画の平成23年度実績及び平成24年

度計画について 

  

  取組項目ごとに別紙により当委員会の意見をまとめたので、参考にしてほ

しい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岩倉市行政経営プラン推進委員会委員 

 

委員長  岩崎 恭典        副委員長  長瀬 章一 

 

委 員  山北 正明        委 員   岩田 恒治 

 

委 員  丹羽 智哉        委 員   戸田 和子 

 

委 員  日比野光雄        委 員   牧野加代子 

 

委 員  今井 雅浩        委 員   田辺由里香 
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（別紙）　　　　　岩倉市行政経営プラン行動計画の平成23年度実績及び平成24年度計画に対する行政経営プラン推進委員会の意見

23 24 25 26 27

1

①行政
サービ
スの向
上

市ホーム
ページの
充実

秘書課

・市ホームページに掲載する情報を充実させるととも
に、申請書、届出書等の様式を掲載し、ダウンロード
できるようにする。

ホームページの持つ即時性や豊富な情報量、容
易に市外からも情報にアクセスできるなどの特性
を生かし、市民生活に役立つ市政情報を迅速か
つ詳細に掲載することで市民の利便性を高めら
れる。

実施 実施 実施 実施 実施 ・ホームページに市制記念ビデオ(ユー
チューブを利用)と市制記念誌を掲載した。
・見やすいホームページや分かりやすい
ホームページを作るために年１回全所属に
通知を出している。

・市制記念ビデオと市制記念誌をホーム
ページに掲載したことにより、行事やまつり
を視覚的に見ることができるようになり、岩
倉市をより身近に感じていただくことができ
た。

・ホームページ内の災害情報へのアクセス
の方法をトップページから簡単に検索でき
るように改善する。
・ホームページでのアンケートやアクセス数
の把握について検討する。
・現在のホームページは、平成19年度にリ
ニューアルを行い、その後５年以上経過し
ている。本年度はサーバーの老朽化への
対応を行うとともに、運用管理についての
検討を行う。

2

窓口サー
ビスの向
上

秘書課
会計課

・市民に親しまれるとともに分かりやすい説明ができ
るように接遇研修等の充実を図る。
・会計課窓口においては、納税者の窓口応対で必要
となる基本的な市税等の知識、情報を共有化し、より
一層、迅速な対応を心掛け正確な出納事務を行う。
職員同士の情報共有化のため、平成２４年度にマ
ニュアルを作成し、平成２５年度以降、新しい情報に
更新していく。

窓口での市民の満足度が高まる。 実施 実施 実施 実施 実施 ＜秘書課＞
・窓口応対等での住民満足度を高めるため
の研修等を実施した。
・市独自研修：クレーム対応力向上研修な
ど６研修を実施し114名が受講した。
・外部研修機関（公益財団法人愛知県振興
協会研修センター等）実施研修：クレーム対
応研修など４研修に27名が受講した。
・その他、接遇に関する機関紙を発行し、接
遇について考える機会を提供した。
＜会計課＞
・会計窓口での納税者の窓口対応で必要と
なる基本的な知識向上に心掛け、より迅速
で正確な会計事務を行った。

＜秘書課＞
・職員の意識改革、スキルアップ及び市役
所の満足度の向上に繋がった。
＜会計課＞
・市民サービス向上につながった。

＜秘書課＞
・接遇に関する研修等を引き続き実施し、
窓口サービスの向上を図っていく。
＜会計課＞
・職員同士の情報共有化のため、マニュア
ル作成する。

3

公文書目
録のホー
ムページ
公開

行政課

・行政が保有している情報を迅速かつ効果的に公開
していくための手段として、ホームページを活用した
公文書目録の提供を実施する。
＜年度ごとの取組内容＞
・24年度・・公文書管理法に準じた文書取扱事務に見
直し（文書取扱規程等所要の規定の改正を含む）
・25年度・・文書取扱事務に関する庁内研修の実施
・26年度・・各課に公文書目録の見直しを依頼し、整
備を実施。
・27年度　公文書目録のホームページ公開を実施。

行政が保有している情報を迅速かつ効果的に公
開することができるとともに、文書管理をさらに適
正に行うことができる。

検討 検討 検討 検討 実施 ・文書管理システムは、現在自庁開発した
ものを用いているが、平成25年度から市全
体の財務会計やグループウェア（LAN)など
のシステムが更新されることに伴い、文書
登録、起案、公開する文書目録の件名管
理が可能な新たな文書管理システムの導
入を検討したが、見送ることとなった。

・文書管理については、現行の自庁開発に
よるシステムを改良しながら行う方針とし
た。

・職員による勉強会を立ち上げ、これらの課
題を整理し、よりよい文書管理のあり方、公
文書目録の公開を行うために必要な方策
について検討する。また、併せて文書管理
についての先進都市を調査する。
・文書のファイリングシステムの基本を徹底
する。

4

日曜市役
所の実施
日の拡大

市民
窓口課

・日曜市役所を月３回開庁にしているが、住民サービ
スの観点から毎週日曜日の開庁にする。

窓口を拡大することにより、市民サービスの向上
が図られる。

検討 実施 実施 実施 実施 ・平成23年５月から第２週の日曜日を除く日
曜日の午前８時30分～正午まで日曜市役
所を実施した。平成23年度の実施回数は
36回、来庁者は974人（27人/日）、証明発
行件数　1,342件、対応した職員数は延べ
90人となった。
・職員の勤務における休日は、振替で処理
した。
・３月に１回広報で周知している。

・金曜日の時間延長時（午後５時～７時ま
での２時間）よりも来庁者が増えた。
（平成22年度の来庁者は469人、９人/日）

・平成23年度の実績から、市民の利便性の
向上を図るため、年末年始以外の毎日曜
日に開庁するよう拡大していく。

・来年度は日曜開庁についての検証が示されるとの
ことだが、単なる来庁者数のみならず、これにかか
る人件費と取扱業務の内容を総合的に勘案して検証
すること。

5
総合窓口
の改善

市民窓
口課

・窓口における案内係の配置を検討するとともに、多
機能発券機を市民が多数来庁する窓口に設置する。
※１階フロアの保険医療、年金の窓口に設置する。
（現在、転入・転出などの届出窓口のみ設置あり）

来庁者の要望に沿った窓口への誘導をすること
により、余計な時間をかけず、スムーズに手続き
を行うことができる。窓口の市民に安心を与える
ことができる。

検討 実施 実施 実施 実施 ・届出（戸籍・住民異動）のみ発券機を利用
してきた。
・新情報システム検討委員会の総合窓口シ
ステムワーキンググループで、総合窓口の
先進地である福岡県大野城市、福岡県粕
屋町を視察した。

・届出窓口の混雑時、届出人の整理に活躍
した。
・調査結果に基づき、窓口のサイン、目隠
し、窓口の色分けなどが必要なことがわ
かった。

・多機能発券機を設置する。
・この発券機は、届出（戸籍・住民異動）、国
保、後期高齢者医療、年金、介護保険等目
的別に選択できるものを導入する。
・案内係の配置について検討する。

6

がん検診
申込み方
法の改善

健康課

① ホームページの活用
・ 申請書、申込書及び記入例等をダウンロードできる
ようにする。
・ 検診申し込み状況を効果的に公開していく。
② 申し込み方法の拡大
・ 往復はがき等の申し込みを取り入れる。

・申し込み情報の提供及び申し込み方法の改善
により受診者の利便性を高め市民サービスの向
上を図る。
・より多くの市民に受診していただくため、申し込
みの利便性を高めるとともに検診の情報を配信
することにより申し込みの機会を拡大し、申込者
の増加を図る。

検討 検討 実施 実施 実施 ・事前申込み受付件数（窓口受付）は、平
成23年度6,109件、平成22年度6,173件。
・課のグループ内で申し込み方法拡大に向
け打合せ会議を実施した。
・他市町の資料を収集した。
・一部電話での申込みを開始した。

・打合せ会議や資料の収集により、申し込
み受付方法の課題を整理した。
・市民の利便性を図ることができた。

・取組内容の実施に当たり、対象範囲等詳
細について検討する。
・平成24年度は、電話での申込み受付の拡
大をする。

・申込方法を改善した結果、どれくらい受診率が向
上したかを把握すること。

7
水道施設
の耐震化

上下水
道課

・水道施設の耐震化計画については、平成２３年度
に策定する地域水道ビジョンの中で、水道施設の基
本的な耐震計画を立てるが、特に、管路の具体的な
耐震化計画については、平成２４年度実施予定の管
路耐震化計画策定業務の中で、布設年度から更新
対象管路を選定し、重要度、優先度を考慮しながら、
財政計画を踏まえた管路の耐震化計画を策定する。

・水道施設（建屋）の耐震化率
　平成22年度　　　　100％
・管路の耐震化率（実績）
　平成21年度　　　　9.5％  9.2％
　平成22年度　　　 11.1％　9.5％

※平成22年度の愛知県の平均　45.9％　32.8％
　 平成22年度の全国の平均　　　31.0％　18.4％

検討 検討 実施 実施 実施 ・地域水道ビジョンの策定業務の中で、水
道施設の基本的な耐震計画を策定した。

・基本的な耐震計画を立てることで、今後の
管路の耐震化の方針が決定できた。

・管路耐震化計画策定業務で管路の具体
的な耐震化計画を策定する。

行政経営プラン推進委員会からの意見
（平成２４年８月）

№ 平成24年度の計画平成23年度の実績（実施内容） 平成23年度の実施効果取組業務

年度目標

効果見込取組内容所管課
行政経営プラン

の
位置づけ

　
　
質
の
高
い
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
推
進

（多機能発券機の設置）

（１）



23 24 25 26 27

行政経営プラン推進委員会からの意見
（平成２４年８月）

№ 平成24年度の計画平成23年度の実績（実施内容） 平成23年度の実施効果取組業務

年度目標

効果見込取組内容所管課
行政経営プラン

の
位置づけ

8

図書館に
おける開
館日の拡
大

生涯学
習課

・現在、月曜日は休館しているが、夏休み期間中の
月曜日や、ハッピーマンデー等月曜日の祝日の開館
を行う。週休日をなくすための人的・予算的な問題点
を検討し、将来的には毎日開館（年末年始、業務によ
る休館を除く）を目指す。

・今後の予定
平成２４年度　　夏休み期間中の月曜日開館
平成２５年度　　月曜祝日の開館
平成２６年度～　運営形態の検討

開館日を拡大することにより、市民サービスの向
上を図る。

138千
人

141千
人

145千
人

146千
人

147千
人

・平成23年度から、月末の館内整理日（休
館）が土・日曜日と重なったときは、臨時開
館することにした。（平成23年度は３回実
施）

・年度目標の入館者数に比べ、１千人減
（137千人）であった。
・要因としては、平成23年３月に市役所と生
涯学習センターに返却用のブックポストを
設置したため、返却のための来館者が減っ
たことも考えられる。

・夏休み期間中の月曜休館日の開館（６
回）と、引き続き館内整理日の土日臨時開
館（３回）を実施する。
・本離れを防ぐためにも小さいときから読書
習慣を身につけるよう、児童書の充実を
図っていく。
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ホーム
ページに
よる監査
結果の公
開

監査委
員事務
局

・現在、決算監査意見書をホームページにより公開し
ているが、さらに定期監査、行政監査などの監査結
果をホームページにより公開していく。

監査結果を公開することにより、行政の透明性、
信頼性が図られる。

検討 実施 実施 実施 実施 ・県内38市のホームページでの監査結果公
開状況を調査した。
①県内38市中、何らかの監査結果をホー
ムページで公開している市・・・23市
②その内、決算審査意見書以外の監査結
果も公開している市・・・17市

・決算審査意見書に加え、定期監査、行政
監査、工事監査についても監査結果をホー
ムページで公開する方針とした。

・平成23年度に実施した定期監査・行政監
査・工事監査結果を掲載する。
・平成24年度に実施する監査についても随
時ホームページで公開する。

10

② 民間
活力の
積極的
活用

民間活力
等の検討

企画財
政課

・行政の行う公共的サービスに民間の活力やノウハ
ウを生かし、良質で効率的な行政運営を推進し、市
民との協働という視点で進める民間委託等の基本的
な考え方については、平成20年度に「民間委託等検
討ガイドライン」にまとめられたところであるが、時代
背景や制度の変化も速く、常に、ブラッシュアップし、
実践していく必要があるため、検討会議を設置し、適
切に対応していくものとする。
＜年度ごとの取組内容＞
・平成23年度　検討
・平成24年度　検討会議設置

民間の活力やノウハウを行政運営に生かすこと
ができ、行政には発想しにくいサービスが展開で
きる可能性がある。また、協働という市民力が行
政、自治に加われば、まちづくりという側面にお
いても魅力的なまちになっていく。検討会議を設
置することにより、それらのことを全庁的な共通
認識とし、検討することができる。

検討 検討
会議
の設
置

実施 実施 実施 ・行政課と企画財政課で、民間活力の検討
に係る所管のあり方を協議をした。

・総合的かつ横断的に民間活力等の検討
を行い調整する企画財政課と公の施設全
体を統括する行政課とが、多角的に制度や
運用をチェックすることが必要であることを
改めて確認した。

・民間委託等検討委員会を設置し、「民間
委託等検討ガイドライン」の見直しに着手す
る。

・民間委託等検討ガイドラインの見直しに当たっ
ては、企業等の事業者も含めて広く公募すること
も検討すべきである。
・生涯学習センターについて行っている指定管理者
へのモニタリングは、他の公共施設にも参考になる
ので、手法などの情報を他部署と共有してほしい。
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市民プラ
ザの民間
活力の導
入

行政課

・現在市民活動団体（市内NPO法人）により管理を委
託している市民プラザについて、さらなる民間活力を
導入し、より質の高い運営管理をめざす。
＜年度ごとの取組内容＞
24年度～27年度　市民プラザの民間活力導入につい
てどのような形がふさわしいのかを検討する。続い
て、現在委託しているNPO法人について、市民プラザ
の管理運営を行う能力を有するか検討する。また、
公募をすることも想定し、公募に関する基準作りを進
めながら27年度までに結論を出す。

民間活力を導入することにより、民間の活力やノ
ウハウを生かして、良質で効率的な行政運営を
推進するとともに、市民との協働という視点で市
民プラザの運営を進めることができる。

検討 検討 検討 検討 実施 ・平成22年度に引き続き、市民活動支援セ
ンターの運営業務と市民プラザの施設管理
業務を併せて、市内のNPO団体に委託し
た。

・委託しているNPO団体は、平成22年度の
市民プラザ開館後大きなトラブルはなく委
託業務を行ってきた。このことから、市側委
託先側の双方に市民プラザの業務を委託
することについてのノウハウが身についた。

・平成24年度は、引き続き平成22年度から
委託を行ってきた団体に市民活動支援セン
ターの運営業務と市民プラザの施設管理
業務を併せて委託する。
・民間委託等検討委員会で民間活力導入
のあり方を検討事項とする。

・生涯学習センターのようにすでに指定管理者を実
施している施設があるので、それらの取組を参考に
して、計画期間にこだわらず早めに結論を出すこ
と。
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民間委託
等の導入
に伴うモニ
タリングの
仕組みと
基準等の
整理

行政課

・行政の行う公共的サービスに民間の活力やノウハ
ウを生かし、良質で効率的な行政運営を推進し、又
は協働という視点で進める民間委託等を行った後の
評価を行うモニタリングについての市の統一的な仕
組みと基準等について整理を行い、必要な条例等の
制定や改正を行う。

モニタリングの仕組みと基準等の整理を行うこと
により、適切な民間活力の導入のあり方を判断
することができ、市民サービスの拡大と効率的な
施設管理が促進される。

検討 検討 検討 検討 実施 ・現在、指定管理者制度を導入している施
設（生涯学習センター、希望の家、みどりの
家など）ごとにモニタリングを行った。

・施設単体で見れば、モニタリングの効果
は市民の利便性の向上などにつながって
いると考える。

・民間委託等検討委員会において、モニタ
リングのあり方を検討事項とする。
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総合体育
文化セン
ターへの
民間活力
の導入

生涯学
習課

・平成23年度から受付等業務を民間に委託すること
により、月曜日開館やトレーニング室にトレーナーを
配置してきたが、さらなる民間活力を導入し、より質
の高いスポーツ施設を目指す。
＜年度ごとの取組内容＞
・平成２４年度　総合体育文化センターの設置及び管
理に関する条例の改正
・平成２５年度　一般公募、選定手続き及び決定
・平成２６年度　実施

現行の部分委託を一歩進めることで、施設管理・
運営も含めて、より効果的・効率的な運営が見込
まれる。

検討 検討 検討 実施 実施 ・平成23年４月より民間事業者に受付等業
務を委託した。
・月曜開館を実施し、トレーニング室にト
レーナーを配置した。

・月曜開館により、年間利用日数の増加
（51日）が図れた。
・トレーナーの配置により効果的なトレーニ
ング指導・相談ができる体制が整った。

・より効果的・効率的に民間活力を活用す
るため、指定管理者制度を導入できるよう、
総合体育文化センターの設置及び管理に
関する条例の改正を検討する。
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生涯学習
センター指
定管理者
のモニタリ
ングの活
用

生涯学
習課

・指定管理事業の実績報告や施設利用者等市民の
意見をもとに、指定管理者の客観的な評価（モニタリ
ング）を定期的に行う。これを活用して指定管理者の
業務改善や選定を行っていく。

指定管理業務の改善により市民サービスが向上
する。

※財政効果については別紙参照。

実施 実施 実施 実施 実施 ・施設管理事業実績報告や施設利用者等
市民意見をもとに、生涯学習センター運営
協議会により指定管理者の客観的な評価
（モニタリング）を行った。これを活用して指
定管理者の業務改善及び選定を行った。

・採点方式によるモニタリング評価により、
評価項目ごとに数値化され、客観的な評価
のもと指定管理者の選定に寄与し、講座の
質の向上に役立てた。

・本年度実施するモニタリングに関しては、
項目の評価項目・方法を精査し、モニタリン
グ結果の精度を高める。
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③ 環境
に配慮
した行
政施策
の推進

環境基本
計画の策
定・推進

環境保
全課

・岩倉市における環境の保全及び創造に関する施策
を、市民・事業者・行政の連携のもとで総合的かつ計
画的に推進するための指針となるものとして、環境基
本計画を策定する。
・計画策定後は、岩倉市環境審議会において進捗状
況等を報告し、検証等を行いながら推進していく。

環境への負荷が少ない循環型社会の形成を推
進し、自然と調和した生活環境の構築を実現する
ための施策の方向性を示すことができる。

策定 策定 実施 実施 実施 ・環境基本計画策定委員会を設置し、策定
業務にあたった。平成23年度から２か年で
の策定で、23年度は、市民・事業所アン
ケートを実施し環境基本計画骨子（案）を作
成した。

・策定委員会を設置することで、市民・事業
者・行政との協働により、策定作業を推進
することができた。

・計画素案を作成し、パブリックコメントを実
施した後に計画書・概要版を作成する。
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第３次五
条川自然
再生整備
等基本計
画の策定・
推進

環境保
全課

・平成７年に策定された第２次五条川自然再生整備
等基本計画の計画期間が、平成22年度で終了したこ
とを受け、第３次計画を策定する。
・計画策定後は、岩倉市環境審議会において進捗状
況等を報告し、検証等を行いながら推進していく。

五条川の自然環境を保全し、自然と共生した川
づくり、市民が親しみやすい水辺環境の整備を推
進することができる。

検討 策定 策定 実施 実施 ・策定に向けての事業計画を定めた。 ・策定に向けての準備ができた。 ・五条川自然再生整備等基本計画策定委
員会を設置し、策定業務に当たる。業務内
容は、五条川の整備経過と現状の把握、現
行計画の進捗状況と課題の整理などを予
定している。
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第２次地
球温暖化
対策実行
計画の策
定・推進

環境保
全課

・平成21年度に平成24年度を目標年度として地球温
暖化対策実行計画が策定されて推進してきたが、そ
の検証結果等を踏まえ平成25年度に第２次計画を策
定する。
・計画策定後は、岩倉市地球温暖化対策推進委員会
において進捗状況等を報告し、検証等を行いながら
推進していく。

市役所が地球温暖化防止のための総合的な施
策をまとめ、率先して行動することにより市民及
び事業者の模範となり地球温暖化防止に寄与す
ることができる。

検討 検討 策定 実施 実施 ・現行計画を推進しており、地球温暖化対
策推進委員会を開催し、進捗状況の報告、
検証等を行った。

・市役所が、率先して行動することにより地
球温暖化防止に寄与することができた。

・引き続き現行計画を推進しながら、地球
温暖化対策推進委員会を開催し、進捗状
況の報告や検証を行う。



23 24 25 26 27

行政経営プラン推進委員会からの意見
（平成２４年８月）

№ 平成24年度の計画平成23年度の実績（実施内容） 平成23年度の実施効果取組業務

年度目標

効果見込取組内容所管課
行政経営プラン

の
位置づけ
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第４次一
般廃棄物
処理計画
の策定・推
進

環境保
全課

・平成19年に策定された第３次一般廃棄物処理計画
の計画期間が、平成24年度で終了することを受け、
第４次計画を策定するもの。
・計画策定後は、岩倉市廃棄物減量等推進協議会に
おいて進捗状況等を報告し、検証等を行いながら推
進していく。

岩倉市におけるごみ及び資源の発生抑制並びに
発生から最終処分に至るまでの適正なごみ及び
資源の処理のあり方を明らかにすることにより、
環境への負荷をできるだけ少なくした省資源・省
エネルギー・資源循環型のまちづくりを市民・事
業者と協働して推進することができる。

検討 策定 実施 実施 実施 ・現行計画を推進しており、岩倉市廃棄物
減量等推進協議会を開催し、進捗状況等を
報告し、検証等を行った。

・広報等の啓発により市民及び事業者のご
み減量に対する意識が高まり、ごみ減量に
寄与することができた。
・本市のごみ収集量は、前年度と比較して
134トン（約1.5％）の減量となった。

・現行計画を推進しながら、第４次一般廃
棄物処理計画の策定を行う。
・ごみ処理に係るコストについては、市民に
分かりやすいコストの表示方法を研究す
る。

・ごみを収集するのに、これだけの費用がかかると
いうことを伝えることは重要なことと考えるので、
分かりやすく伝えられる方法を研究すること。
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環境に関
する調査
結果の公
表

環境保
全課

毎年、五条川の水質調査、航空機騒音測定、自動車
騒音及び振動測定を実施し、広報で調査結果を公表
しているが、さらにホームページにより公表していく。

広報だけでなく、広く周知をすることにより市民
サービスの向上を図るだけでなく、環境に対する
関心を高めることができる。

検討 策定
実施

実施 実施 実施 ・五条川の水質調査、航空機騒音測定、自
動車騒音及び振動測定を実施した調査結
果をホームページにおいて公表した。

・広く周知をすることにより市民サービスの
向上を図ることができた。

ホームページでの公表を継続して実施し、
より市民にわかりやすい見せ方の研究をす
る。
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④ 事務
事業の
見直し
と再編

施策評価
の導入

企画財
政課

・行政評価の評価方法を従来の事務事業評価（試
行）から、総合計画の進行管理をし各施策の着実な
推進を図るため、施策評価に移行し導入する。総合
計画の単位施策（147施策）ごとに施策の評価を実施
する。
<年度ごとの取組＞
平成23年度
・行政評価全体に関する施策評価導入前アンケート
実施
・これまでの事務事業評価及びアンケート結果を踏ま
えた施策評価のスキームの確立
・施策評価制度の構築、施策評価シートの作成、施
策評価マニュアル作成
平成24年度
・施策評価の実施
・施策評価結果のホームページでの公表
・導入後アンケートの実施
・外部評価のあり方についての検討
平成25～27年度
・施策評価の実施
・施策評価結果のホームページでの公表
・庁内アンケートの実施

これまでの事務事業評価は、実施計画事業を対
象とする一部の事業についての評価であった。施
策評価は、施策の観点から主要な事業を点検
し、事業の過不足や類似事業の見直しなどにつ
いて、事業横断的な議論を促すことができる。ま
た、総合計画の進行管理に活用することにより、
全庁的な目標を持って施策の推進のための改善
改革の取組を実施していくことができる。また、施
策評価結果を公表することにより、透明性の高い
市政運営の実現に向けて、市民に説明責任を果
たすことができる。

検討 実施・
外部
評価
の検
討

実施 実施 実施 ・平成23年11月～平成24年１月の間で、行
政評価作業部会を計4回開催し、単位施策
評価シートの検討を行った。
・平成23年12月２日～28日に、全職員を対
象とした施策評価導入前アンケートを実施
した。
・平成24年３月６日に関係課を対象とした説
明会を開催し、評価方法を周知するととも
に、シートの作成を依頼した。

・行政評価作業部会において検討を重ねた
結果、施策評価の評価方法を確立すること
ができた。
・施策評価導入前アンケートを全職員を対
象に実施したことにより、導入前における仕
事や行政評価に対する職員の考え方が一
定把握できた。
・関係課を対象とした説明会を開催したこと
により、施策評価方法を周知することがで
きた。

・担当課が作成した評価のヒアリングを実
施する。
・評価結果を確定する。
・評価結果については、ホームページ公
表、議会への報告を行う。
・施策評価導入後アンケートを実施する。
・来年度に向けての関係課説明会を実施す
る。
・外部評価についての検討を行う。

21

保存文書
のデジタ
ル化

行政課

・保存文書のデジタル化に向け検討を行うとともに、
電子決裁の導入についても検討を行う。

効果的・効率的な行政運営を行うことができる。 検討 検討 検討 検討 実施 ・文書管理システムは、現在自庁開発した
ものを用いているが、平成25年度から市全
体の財務会計やグループウェア（LAN)など
のシステムが一括で更新されることに伴
い、文書登録、起案、公開する文書目録の
件名管理などが可能な新たな文書管理シ
ステムの導入を目指し検討したが、見送る
こととなった。

・文書のデジタル化を行う場合は、デジタル
化した文書が原本であるということを証明
が必要であり、この技術を自庁開発するこ
とは難しい。したがって、今後は、原本性の
証明が不要な文書のデジタル化について
検討する。

・職員による勉強会を立ち上げ、これまでの
課題を整理し、よりよい文書管理のあり方、
デジタル化の方法について検討する。ま
た、併せて文書管理についての先進都市を
調査する。

22

道路・水路
台帳デジ
タル化

都市整
備課

・道路・水路台帳の閲覧等情報提供を迅速に行える
ようデジタル化を図る。従来の情報に加え認定等の
告示に関する情報や占用の状況、道路改修の履歴
等確認できるようにする。

紙ベースで各々に保存されている道路・水路に関
する様々な情報をデジタル化することにより、情
報を一元化し、窓口での対応などにおける事務
の効率化の向上が図れる。
また、改修履歴等の情報管理が容易になること
で長期的な道水路の維持管理計画に活用でき
る。

検討 検討
実施

実施 実施 実施 ・岩倉市都市計画基本図修正業務におい
て、道路台帳デジタル化に対応した精度の
測量を実施した。また、水路の現況調査も
実施した。

・道路、水路共にデジタル化に向けた準備
が整った。

・平成23年度に実施した水路の現況調査結
果を基に、GIS等への入力作業を実施す
る。

・いずれの施設等も作られてから年月が経過してお
り、長寿命化は必須の課題である。デジタル化はそ
のための基礎作業であると考えられる。安心・安全
だけでなく、市民にとってのメリットとして訴えら
れるものを示してほしい。

23

監査結果
のデータ
ベース化

監査委
員事務
局

・監査で指摘・注意等された事項と対応状況をまとめ
た「監査カルテ」を作成して、全課と監査委員事務局
で情報を共有する。

・監査で指摘や注意などをした事項がどのように
対応されたかを確認し、業務リスクの所在を明確
にすることにより、監査事務の効率化が図られ
る。
・担当課においては、問題点を課内で共有するこ
とにより、同じ指摘等がなくなる。また、担当者が
代わった際にもリスクを未然に防ぐことができる。
・他課の受けた指摘等を知ることにより担当する
業務の参考とし、事務の質を高めることができ
る。

検討 実施 実施 実施 実施 ・監査の種類によりカルテへの掲載データ
を選択し、カルテ様式・運用方法を決定し
た。

・平成22・23年度の監査データで全所属分
のカルテを作成した。

・平成23年度末現在のカルテをグループ
ウェアで公開する。指摘事項の対応状況に
ついては担当課と協議し改善を促していく。
・平成24年度の監査データについては随時
カルテに記入し、年度末にグループウェア
で公開することにより担当課との情報共有
を図る。

・監査委員事務局から担当課への事前の指摘につい
ても、件数等の変化が分かるようにするとともに、
その結果を公表する等により、監査カルテの効果を
より高めること。

24

① 市民
参加機
会の拡
大

自治基本
条例の制
定

企画財
政課

・平成23年度に、「協働のまちづくり研究会」を設置
し、市民と行政で議論を重ね、その議論の内容を「岩
倉市市民協働の基本指針～市民協働のルールブッ
ク～」としてまとめたが、次のステップとして、市民・議
会・行政の役割や責務などを明らかにし、協働による
まちづくりをより発展させるために自治基本条例を制
定するもの。
＜年度ごとの取組内容＞
・平成23年度　自治基本条例の基礎調査・準備期とし
て、自治基本条例の事例整理等基礎調査のための
庁内検討会の設置
・平成24年度　条例案を検討するための 岩倉市自治
基本条例検討委員会の設置
・平成25年度以降　条例に盛り込まれた趣旨が生か
された市政運営

自治基本条例で、市民・議会・行政の役割を明ら
かにし、自助・共助・公助による市民自治・市民協
働のまちづくりを進めていくための仕組みが構築
できる。この条例に基づく取組を全市的に推進す
ることにより、協働のまちづくりがより発展する。

検討 制定 実施 実施 実施 ・平成24年１月から３月まで、庁内検討会を
設置し、平成24年度の検討の下準備のた
めの議論を行った（会議は４回開催）。

・平成24年度に検討する基礎資料となる岩
倉市自治基本条例検討の手引きを作成し
た。

・市民委員10人と職員10人とで構成する岩
倉市自治基本条例検討委員会を設置し、
10回程度の会議を開催する。
・ホームページ、市の広報等に経過を載
せ、一般の市民からも意見を聴く。
・議会に関する記述に関しては議会と調整
する。
・10月にはシンポジウムを開催する。
・パブリックコメントを経て、議会に条例案を
上程する。

25

② 市民
活動・
市民協
働の活
性化

ひとり暮ら
し高齢者
や高齢者
夫婦世帯
等の見守
りサポート
隊の推進

介護福
祉課

・平成２４年度に策定予定である「岩倉市地域福祉計
画」をベースとして、町内ごとに地域の住民が中心と
なり、ひとり暮らし高齢者や高齢者夫婦世帯等の日
常的な安否確認を行う見守りサポート隊を結成する。

行政の見守りには限界がある。地域の住民が主
体となり、日頃からの声かけや見守り活動を行う
ことで、住民間の絆が深まり、地域全体で高齢者
を支えるまちづくりに繋がる。

検討 検討 検討 １地域 ３地域 ・岩倉団地で、老人クラブや自治会役員を
中心に民生委員と連携し、見守りサポート
隊として45人が、ひとり暮らし認定の高齢者
90人を対象に、郵便受けや照明の明かりを
毎日確認する日常的な見守り活動を平成
23年度に本格的に開始させた事例がある
ので、計画策定の参考とした。

・ひとり暮らし高齢者が自宅で安心して生活
することができ、孤立死の予防に効果が
あった。また、安否確認を通し、見守り支援
者とのコミュニティの発展にも繋がった。一
方で、一人の見守り支援者が複数人を見
守っており、負担が大きいため、支援者を
増やす必要があることがわかった。

・地域福祉計画策定の中で、ひとり暮らし高
齢者や高齢者夫婦世帯等の日常的な生活
課題を把握し、その見守り支援に向けて地
域住民を中心とし、専門職や地域福祉協力
団体と連携しながら、地域ごとの日常的な
見守り手法を検討する。

　
　
よ
り
確
か
な
市
民
協
働
の
推
進

（２）



23 24 25 26 27

行政経営プラン推進委員会からの意見
（平成２４年８月）

№ 平成24年度の計画平成23年度の実績（実施内容） 平成23年度の実施効果取組業務

年度目標

効果見込取組内容所管課
行政経営プラン

の
位置づけ

26

五条川沿
いの桜並
木の保全・
再生

商工農
政課

・岩倉五条川桜並木保存会と協働で、寿命といわれ
る樹齢60年を迎えつつある五条川の桜の保全と再生
のため、不要枝、枯れ枝等の剪定と市が購入した肥
料の打ち込みを行う。また、後継木（枯れた後に植え
た木）の場合には嫌地（いやち・以前に桜が植えられ
ていた場所に再び桜を植えると育ちにくいこと）という
生理上の問題があるため、不定根（枝や幹など本来
根が生える場所以外から生えた根）やひこばえを育
成することにより、その木自体を再生させる試みを行
う。

本市の貴重な地域資源である五条川の桜並木を
将来に残すことで、市民との協働によるまちづくり
活動の活性化が図れる。

実施 実施 実施 実施 実施 ・岩倉五条川桜並木保存会の会員延べ222
人と協働で、桜への肥料の打ち込みを年6
回、不要枝・枯れ枝等の剪定を年8回実施
した。また、五条川流域の区と協働で、胴吹
き・ひこばえ切りと五条川下流域清掃を実
施した。

・岩倉桜並木保存会会員や五条川流域区
の住民などと協働で、市のシンボルである
五条川の桜並木の保全と景観の向上を
図った。

・引き続き、岩倉五条川桜並木保存会や五
条川流域の住民などと協働して、五条川桜
並木の保全・再生活動を計画的に進める。

・桜並木の保存の呼びかけを、市民にいっそう広げ
ていくため、賛助会員のPRの充実や桜まつり会場で
の寄付募集などを積極的に行ってほしい。

27

少年消防
クラブによ
る防火PR
活動

消防本
部

・各小学校に少年消防クラブを発足させる。
・防火・防災に対する知識を深めるため、少年消防ク
ラブに消防学校の１日入校をはじめ、市防災訓練等
へ参加してもらうことにより一層の防火PRに資するよ
う取り組む。

市民の防火意識高揚とともに、次世代の地域防
災の担い手が育成される。

検討 検討
実施

実施 実施 実施 ・平成24年度からの正式な少年消防クラブ
発足に向け、７月26日に、市内５小学校の
６年生の代表者30名で、愛知県消防学校
一日入校を実施し、地震体験や消防車の
試乗、放水体験を行った。

・愛知県消防学校一日体験入校を行うこと
で、消防への関心が深まり、平成24年度発
足に向け準備ができた。

・少年消防クラブを発足し、愛知県消防学
校の一日体験入校を行う。また、平成25年
度以降の岩倉市防災訓練等への参加に向
け、関係機関との調整を図る。

28

救命知識・
技術の普
及・啓発

消防本
部

・高齢化社会の救急需要の増大に伴い、心肺停止傷
病者が増加している社会情勢の中、より多くの市民
が心肺蘇生法・AED（自動体外式除細動器）の取扱
いなど、救命知識・技術を習得するために講習会へ
の更なる参加を促すため、署ホームページでの募
集、防災会での訓練項目に取り入れる。また、応急
手当の指導員として自主防災組織から指導員の養成
を行う。

意識や呼吸のない人（心肺停止傷病者）と遭遇し
たとき、講習を受講していれば、助かるかもしれ
ないということを認識していただくことにより救命
率の向上につながる。

２００
人

 ２１０
人

7.8％

 ２２０
人

8.3％

 ２３０
人

8.8％

 ２４０
人

9.3％

・15回の上級・普通救命講習会を開催し、
151名の受講者があった。これにより、累計
で3,519名の市民が修了証保持者となり、
市民の7.3％が受講したことになる。

・43件の心肺停止傷病者に対し、現場に居
合わせた人による心肺蘇生が実施されて
いた件数が23件であり、実施率が50%を超
えていることは、継続した普通救命講習会
等を実施してきた効果であると考える。

・救命講習の基本は、普通救命講習であ
り、応急手当講習会参加者に普通救命講
習会の重要性を説き、参加を促す。また、
企業や団体に積極的にPRを行い、受講者
の増加を図る。

・現場に居合わせた人による心肺蘇生が実施されて
いた件数の中で、救命講習を受講していた人の数が
８人であるとのことなので、この人数も実績として
アピールした方がよい。

29

③市民
と行政
の情報
の共有

市民との
協働によ
る広報紙
作り

秘書課

・広報モニターの設置
・広報ネットワークの構築による市内情報の収集
・広報紙の読みやすさ・わかりやすさのレベルアップ
・市民との協働による広報紙制作

・親しみやすく読みやすい広報紙の作成
・ 市民目線で広報誌を作成するため、市民に分
かりやすい。
・身近なまちの情報を提供してもらえるために地
域資源の掘り起こしなどにつながる。

実施 設置 意見
等の
反映

取材
等へ
の協
力

市民
制作
ペー
ジの
作成

・広報モニターを平成24年３月に設置した。 ・市民の方から広報活動への意見や身近
な情報を提供していただく仕組みができた。

・広報モニターの意見を反映した広報紙づく
りを行う。
・広報紙で使う文字をユニバーサルフォント
に変更し、文字が見やすくなるように改善
する。

・広報紙に掲載する写真について、団塊世代の地域
デビューの観点からも、市民に任せる度合いを高め
てもよいのではないか。

30

広聴活動
の一層の
充実

秘書課

・ 市政モニター制度の実施
・ タウンミーティングの実施
・ いどばた広聴の実施
・ 市民の声・私の提案の反映
・ インターネットを利用したアンケート方法等の検討

・市民本位の市政推進 実施 実施 実施 実施 実施 ・市政モニター会議、タウンミーティング、
いどばた広聴、市民の声を実施した。また、
その内容をホームページで公開した。
・私の提案制度を導入して、その内容を庁
議で諮り市政運営に取り入れた。

・前年度よりタウンミーティングは２回増の７
回、いどばた広聴は１０３人増の２２１人の
参加者があり、多くの意見を聴くことができ
た。

・タウンミーティング（平成24年度目標：７
回）、 いどばた広聴の回数（平成24年度目
標：150人）の参加を多くすることで、より多く
の市民の意見を取り入れることができるよ
うにする。
・窓口で改善すべきことを聞き取った事項を
シートに記載して処理ができる仕組みを作
る。

・タウンミーティングは、市の施策を理解してもら
えるよい機会だと思うので、今後も積極的に行うこ
と。

31
公共情報
の発信

企画財
政課

・災害情報、不審者情報その他行政が市民に対する
公共情報について、当該情報の種類によって、テレ
ビ、ラジオ、インターネット、携帯電話を含めた適切な
伝達メディアにより速く、広く伝達するという仕組みを
構築する。
・携帯電話の場合は、個人が必要とする情報のカテ
ゴリーを選択できるようにする。
＜年度ごとの取組内容＞
・平成23年度　検討
・平成24年度　調査・研究
・平成25年度　導入

現在の防災ほっとメールや学校における不審者
情報は、それぞれの管轄部署で推進をしていると
ころであるが、他の公共情報についても現在の伝
達メディアだけではなく、ニーズに合った情報が
迅速に個人の携帯電話へ送付されることにより、
地域の安心・安全・まちづくりなどの発展に寄与
する。

検討 調査
研究

実施 実施 実施 ・情報提供のために利用している同種の
メール配信サービス及びその目的や形態を
整理し、統合の可能性と有効性について検
討した。

・情報提供の目的及び内容によるサービス
の統合を行うことが有効であることが確認
できた。

・公共情報のメール配信について、平成25
年度の導入に向けて調査研究を行う。
・携帯電話へのメール配信においては、防
災情報やイベント情報のメール配信サービ
スの統合について調査研究を行う。
・ニーズに合った情報が迅速に伝達できる
仕組みとして、情報の分類等について関係
各課と調整を行う。

32

緊急メー
ル登録者
の拡大

学校教
育課

・現在、市内各小中学校において、事前に登録してい
る保護者等に対して不審者情報や学校からの急を要
する連絡などを携帯電話等に緊急メールとして発信
しているが、周知を図り更なる登録者の増員に努め
る。
①学校のホームページ等でPRに努める。
②発信する内容を検討し、必要とされる情報としてい
く。

学校から緊急に伝えたい情報を迅速かつ正確に
より多くの保護者に対して発信することができる。

小：87%
中：74%

小：88%
中：76%
　　77%

小：89%
中：78%
　　80%

小：90%
中：80%
　　82%

小：91%
中：82%
　　84%

・従来は不審者情報が主であったが、学校
行事やインフルエンザによる学級閉鎖状況
等、発信する情報を見直した。

・小中学校共に、登録率は５％増加した。
平成22年度　小82％　中69％
平成23年度　小87％　中74％

・引き続き発信する内容の検討や保護者へ
の周知に努め、登録者の増加を図る。

・情報発信のツールとしては、効果があるので、今
後も登録者の増加に努めること。

33

市議会に
おける市
民への情
報発信

議会事
務局

①「市議会だより」のページ数の増、カラー化、市民
の声、議会報告会の記録等を掲載し、市民に議会情
報をわかりやすく、読みやすく、また議会を身近に感
じてもらえるように紙面を工夫する。
②ホームページを活用し、「市議会だより」より多くの
情報を提供する。
・ 各常任委員会の会議録の公表
・ 行政視察の報告書

市民に議会を理解してもらう。 検討 実施 実施 実施 実施 ・市議会だよりについて、今まで単色であっ
た紙面を２色刷りとし、見やすくした。また、
頁数を12頁から16頁とした。このことにより
議案等に対する各議員の賛否、議会報告
会の会議録等が新規に掲載された。
・ホームページにおいて、本会議の録画中
継を実施した。

・２色カラー印刷や題字の書式を変更したこ
とで、以前より親しみやすい紙面となった。
・「見やすくなった」という市民の声があっ
た。

市議会だよりを読みやすい紙面にするた
めに
・市民に関心の高い行政視察の掲載内容
を充実させる。
・近隣市町の広報等を参考にし、レイアウト
を再考する。
・表紙の写真を市民から公募する。
ホームページについて
・政務調査費の公開を実施する。
・委員会の会議録の公開を実施する。

・議会基本条例の意義や内容を広く市民に周知する
とともに、議会自らがこの条例に基づく施策を行っ
ているか検証するシステムを作るよう努めること。

（市民のうち普通救命講習参加者の割合）
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行政経営プラン推進委員会からの意見
（平成２４年８月）

№ 平成24年度の計画平成23年度の実績（実施内容） 平成23年度の実施効果取組業務

年度目標

効果見込取組内容所管課
行政経営プラン

の
位置づけ

34

①歳入
確保の
強化

人口増加
策と新た
な企業の
誘致によ
る市税収
入の増

企画財
政課・商
工農政
課

＜人口増加策＞
・平成22年国勢調査では本市の人口は減少に転じた
が、その要因を分析し今後の課題を抽出するととも
に、人口増加施策について調査研究を進めていく。
・現在のところの施策案としては、ハード面として第4
次総合計画、都市計画マスタープランに沿い、市街
化調整区域を利活用することなどが挙げられ、ソフト
面としては、まちの魅力を高め、住んで良かった、住
み続けたいまちという目標に向かって次の事業など
を行うことが想定される。
　・まちの魅力情報発信事業
　・これから岩倉市に転入して長期間住居する方に対
する行政サービスの特典付加事業
　・空家情報と行政保有情報の有機的リンク事業
＜新たな企業の誘致策＞
 ・都市計画法 の改正 で条件 によっては開発 が容易 と
 なったこと、 また、企業立地促進法 により指定 されて
 いる業種 の企業 は、設備投資減税等 があることを紹
介 し、新 たな企業 の誘致 を図 る。
・安定した税収の確保と新たな雇用の創出を図るた
め、優良企業を誘致する。また、市内企業が市外へ
転出することなく事業継続できるよう必要な施策を講
じる。

・人口増加施策を展開することにより、本市が将
来的にわたって持続的に発展していくために求め
られるハード・ソフト両側面から都市の礎を築い
ていくことができる。
・新たな企業誘致に努めることで、税収の増加に
つながる。

検討

検討

調査
研究

検討

実施

実施

実施

実施

実施

実施

＜人口増加策＞
・人口増加策については、今後の進め方に
ついて議論を重ねた。
＜新たな企業の誘致策＞
・高度先端企業の誘致を積極的に進めてい
る先進市の事例調査を行った。
・将来的な機構改革を視野に入れつつ、庁
内横断的なプロジェクトチームを企画財政
課を中心として組織し、研究、検討を進める
ことを議論した。

＜人口増加策＞
・転出入などの統計データを分析すること
が必要であること、岩倉市の特徴や特性を
生かした施策が必要であることが確認で
き、次年度以降、実践に移すこととした。
＜新たな企業の誘致策＞
・課題・問題点を探るための情報を得ること
ができた。
・機構改革については、秘書課が所管して
おり、問題点を認識し、庁内全体の組織機
構改革を含め平成24年度に組織機構検討
委員会で議論することとした。

＜人口増加策＞
・市民窓口課において、転入・転出・転居に
よる異動者に対し、異動の要因や背景、な
ぜ岩倉を選んだかなどのアンケート調査
を、また、名古屋駅街頭で、岩倉市の認知
度調査をそれぞれ行う。
・転出入の統計データを分析し、今後の人
口増加施策の基礎データを収集する。
＜新たな企業の誘致策＞
・企業誘致についての庁内横断的なプロ
ジェクトチームを組織し、議論を進める。
・組織機構検討委員会を開催する。

・これから企業誘致の検討に入るということなの
で、検討に当たっては、単に企業誘致で税収を上げ
るというだけでなく、広い視野での積極的な市内の
産業振興についても考慮してほしい。
・企業誘致について、近隣市町は地形や交通利便性
が似通っているのでどの自治体も似通った施策と
なってしまう。近隣市町で協議し、広域で政策を考
え共通の方向性を出すことができないか検討するこ
と。
・誘致する企業の業種について、製造業を前提とせ
ず、幅広い分野を検討すること。

35

負担の公
平性を保
つための
課税対象
の把握（土
地の現況
調査及び
家屋の全
棟調査）

税務課

・土地の現況調査及び家屋の全棟調査について、計
画的に市内全域を実施していく。
＜年度ごとの取組内容＞
・平成23年度　家屋の全棟調査について、市販の住
宅地図に家屋調査表から住宅を落とし込んだ図を作
成した。その結果、課税漏れは約360件、内、免税点
（20万円）以上が約250件あり、23年度は約80件実施
課税賦課をした。
・平成24・25年度　免税点以上の課税漏れについて、
2年間で課税賦課を終了する。
・平成26・27年度　今後は調査漏れが激減すると思
われるため、3年に一度評価替えに合わせて地図を
作り直して全棟調査を毎年実施する。

公平かつ適正な課税をすることが目的であり、そ
の結果税収アップにつながる。

※財政効果については別紙参照

実施 実施 実施 実施 実施 ・土地については、法務局からの税務通知
等の資料に基づき、720件の現地調査を実
施した。
・家屋の全棟調査を354件実施した。（調査
物件の内容は、ほとんどが倉庫や物置など
簡易な家屋が多く、床面積も小さく評価額も
低くなっていて免税点以下が多い）

・土地については、150筆の地目修正で1，
412千円を増収した。
・家屋については、72件の課税で1，056千
円を増収した。

・土地についても引き続き現況調査を実施
していく。
・家屋については、平成24年度も引き続き
免税点以上の課税漏れ約100件を課税賦
課する。

36

コンビニエ
ンスストア
収納の実
施

税務課

・国民健康保険税に加え市税についてもコンビニエン
スストア収納を実施する。
・納期限の過ぎた税についても納付できるよう関連す
るシステムを改修する。
・嘱託徴収員を１名減員とし、３名とする。

納付場所にコンビニエンスストアが加わることで、
２４時間、１年中納付が可能となり、遠隔地へ転
出した場合にもその場所で納付場所が確保で
き、納税者の利便性が大幅に向上する。

※財政効果については別紙参照

検討 実施 実施 実施 実施 ・税関係システムの改修等コンビニエンスス
トア収納開始に向けた環境整備を行った。
・全税目についてコンビニエンスストア収納
を開始することについて、広報、ホームペー
ジで周知した。

平成24年度当初から全市税のコンビニエン
スストア収納を開始できる環境を整備でき
た。

・送付する納付書にコンビニエンスストアで
収納できることを記載するとともに、広報に
定期的に記事を掲載して、全市税のコンビ
ニエンスストア収納の開始をＰＲしていく。
・納付機会の拡大に併せて市税等徴収員１
名の減員を行う。

37

インター
ネット公売
の実施

税務課

・捜索の実施などにより差し押さえた動産等をイン
ターネット公売の仕組みを利用して換価する。

差し押さえ財産の換価が効率的に進められること
に加え、滞納整理に取り組む市の姿勢を広く周
知することで、新たな滞納の発生を抑制する効果
が見込まれる。

検討 実施 実施 実施 実施 ・インターネット公売を実施するため、滞納
者宅の捜索に向けて準備を進めた。

・インターネット公売実施の環境が整った。 ・高額滞納者を中心に対象者を選定し、捜
索を複数回実施する。
・インターネット公売について、ホームペー
ジ等で周知を図り実施する。

38

市税の収
納率の向
上

税務課

・早期の納税催告を実施して新たな滞納の発生を抑
制するとともに、財産調査を徹底し、担税能力があり
ながら納付に応じない滞納者には、早期に滞納処分
を実施する。
・また、市・県民税では法で定められている事業者に
は特別徴収を推進し、収納率向上に努める。
・地方税滞納整理機構に参加していく。

　市税は、平成22年度の県内平均収納率現年分
98.7％、滞納繰越分20.8％を平成27年度時点で
上回る。
　国民健康保険税は、平成22年度の県平均収納
率現年分91.0％、滞納繰越分県内収納率順位
（平成21年度収納率が県内平均値に近いため）
10位14.96％を平成27年度時点で上回る。
　滞納整理を推進するとともに、税務職員の徴収
技術の向上を図ることができる。

※22年度：市税（現年度分）の収納率　98.11％
　　　　　　市税（滞納繰越分）の収納率　19.08％、
　　　　　　国民健康保険税（現年度分）の収納率
　　　　　　 87.42％
　　　　　　国民健康保険税（滞納繰越分）の収納
　　　　　　率　　12.42％

※財政効果については別紙参照。

【市税】
現年
98.25％
滞納繰
越
19.50％

【国保
税】
現年
88.13％
滞納繰
越
13.00％

【市税】
現年
98.40％
滞納繰
越
19.90％

【国保
税】
現年
88.85％
滞納繰
越
13.50％

【市税】
現年
98.50％
滞納繰
越
20.30％

【国保
税】
現年
89.56％
滞納繰
越
14.00％

【市税】
現年
98.60％
滞納繰
越
20.60％

【国保
税】
現年
90.28％
滞納繰
越
14.50％

【市税】
現年
98.70％
滞納繰
越
20.80％

【国保
税】
現年
91.00％
滞納繰
越
15.00％

・滞納繰越分滞納者に対しては、給与、預
金、売掛金、不動産等詳細な財産調査を
行って、財産を確認した場合には、差し押さ
えを行って強制徴収を行った。また、調査
の結果担税能力が認められない者等につ
いては、法の規定に基づき滞納処分の執
行停止を行った。
・地方税滞納整理機構に参加し、職員を派
遣するとともに、高額滞納事案の引継ぎを
行って重点的な滞納整理を行った。
・地方税法の規定に該当する事業者を特別
徴収義務者に指定して、普通徴収から特別
徴収へ転換を図った。

・収納率は、市税が現年分98.31％（目標率
98.25％に対し、0.06ポイント増）滞納繰越分
20.82％（目標率19.50％に対し、1.32ポイン
ト増）、国民健康保険税が現年分88.05％
（目標率88.13％に対し、0.08ポイント減）、
滞納繰越分14.78％（目標率13.00％に対
し、1.78ポイント増）となった。
・5月と12月に全庁体制で一斉徴収を実施
した。延べ6日間に152人で1,233件を訪問
し、3,193千円を徴収した。
・地方税滞納整理機構に115名99,632千円
を引き継ぎ、40,586千円（収納率42.04％）を
徴収した。
・特別徴収の全実施を推進した結果、特別
徴収の割合が69.12％となり、前年に比べて
6.34ポイント上昇した。普通徴収分の収納
率も前年度を上回ったことから、市県民税
の収納率は、97.72％となり、前年度を0.63
ポイント上回った。

・滞納繰越分の徴収に関しては、平成23年
度の方針を継承して取り組むとともに、滞
納者宅の捜索を実施し、インターネット公売
を行うことで、滞納整理に取り組む市の姿
勢を市民にＰＲする。
・地方税滞納整理機構に職員を引き続き派
遣して高額困難事案の整理を図る。
・市県民税の特別徴収推進の方針を継承
し、一層の割合向上を図る。
・年2回全庁体制で一斉徴収を実施し、現
年分収納率の一層の向上を図る

39

介護保険
料の収納
率の向上

介護福
祉課

・文書による毎期ごとの督促のほか、電話で督促を
行い新規滞納の抑制を図る。
・年２回の一斉徴収にあわせ、夜間徴収も実施する。
・滞納により、介護サービスの制限が生じる旨、説明
を十分に行う。
・滞納者の状況によっては、分納誓約書の提出を求
める。

現年分の未納額発生を抑えることで累積滞納額
の拡大を抑制するとともに過年度分の徴収に努
めて徴収額の向上を目指す。
収納率目標（現年分）
　23年度　99.00％
　24年度　99.05％
　25年度　99.10％
　26年度　99.15％
　27年度　99.20％
※22年度：99.00％、過去11年間の平均は98.61％

※財政効果については別紙参照。

99.00% 99.05% 99.10% 99.15% 99.20% ・4月の１０日間と10月の１５日間に一斉徴
収を実施した。この期間中、日中及び夜間
徴収を実施した。
・4月23日（土）と10月23日（日）には介護福
祉課職員２人１組の計５組で戸別訪問を実
施した。支払いをしないものには給付制限
を説明した。
・４月の実績：訪問件数152件、面談件数74
件、納付件数24件
・10月の実績：訪問件数170件、面談件数
91件、納付件数24件
・分納誓約を求めるケースはなかった。

・平成23年度の収納率は、99.14%（目標率
99.00％に対し、0.14ポイント増）となった。
・４月の一斉徴収期間中に161,000円、10月
の同期間に189,700円を徴収したのを始
め、滞納拡大を防ぐように努めた。

・文書による毎期ごとの督促のほか、電話
で督促を行い新規滞納の抑制を図る。
・年２回の一斉徴収にあわせ、夜間徴収も
実施する。
・滞納により、介護サービスの制限が生じる
旨、説明を十分に行う。
・滞納者の状況によっては、分納誓約書の
提出を求める。

　
　
持
続
可
能
な
財
政
基
盤
の
確
立

（３）

（人口増加策）

（新たな企業の誘致）
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行政経営プラン推進委員会からの意見
（平成２４年８月）

№ 平成24年度の計画平成23年度の実績（実施内容） 平成23年度の実施効果取組業務

年度目標

効果見込取組内容所管課
行政経営プラン

の
位置づけ
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保育料の
収納率の
向上

児童家
庭課

・園児在園中に保育料が納付されるように、児童家
庭課、保育園が連携して滞納者の状況を把握し、説
明、督促を実施する。
・滞納者の支払能力に応じて、分納誓約書の提出を
求める。
・在園児と卒園児に係る滞納分の一斉徴収を年２回
実施する。

・収納率目標（現年分）
　23年度：99.95％
　24年度：99.95％
　25年度：99.95％
　26年度：99.95％
　27年度：99.95％
　　※22年度実績：99.94％

※財政効果については別紙参照。

99.95% 99.95% 99.95% 99.95% 99.95% ・園児在園中に保育料が納付されるよう
に、児童家庭課、保育園が連携して滞納者
へ説明、督促を実施した。
・滞納者の支払能力に応じて、分納誓約書
の提出を求めた。
・在園児と卒園児に係る滞納分の一斉徴収
を年２回実施した。

・平成23年度の収納率は、99.84％（目標率
99.95％に対し、0.11ポイント減）となった。
・一斉徴収は、平成23年12月と平成24年5
月に実施し、平成23年12月は、13件
177,790円の実績、平成24年5月は11件
176,850円の実績があった。
・分納誓約書は5人から得た。

・園児在園中に保育料が納付されるよう
に、状況を把握して滞納者への説明を徹底
し、徴収する。
・滞納者の支払能力に応じて、分納誓約書
の提出を求める。
・在園児と卒園児に係る滞納分の一斉徴収
を年２回実施する。
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公共用物
の使用料
徴収

都市整
備課

・これまで水路等の公共用物は使用料を徴収するこ
となく使用許可をしていたが、公共用物の管理に関す
る条例及び規則を制定することにより、使用料の徴
収根拠を明確にし、公共用物の適正な管理と使用料
の徴収ができるようにする。
＜年度ごとの取組内容＞
・平成23年度　公共用物の管理に関する条例及び規
則の議決・公布
・平成24年度　条例及び規則にもとづく制度の調査周
知期間
・平成25年度　公共用物の使用料の徴収を開始。

公共用物の使用に対して使用料を徴収すること
により歳入の増加が見込まれる。

※財政効果については別紙参照。

条例
等
の制
定

実施 実施 実施 実施 ・平成24年３月議会において、水路等にお
ける使用料の徴収について規定した「公共
用物の管理に関する条例」が議決され、４
月１日にこの条例とこの条例に基づく規則
が施行された。

・条例制定により、使用料の徴収が可能と
なった。

・条例施行から１年間を使用料徴収の準備
期間として、現地調査、使用者への周知、
使用申請手続き等の整備を行う。
・使用料は平成25年度より徴収する。

42

水道料金
の収納率
の向上

上下水
道課

・水道料金徴収業務は、平成２０年度から民間業務
委託を始め、督促、催告の手段をとりながら、一定の
効果が上がっている。しかし、さらなる収納率向上に
向けて、悪質な滞納者の給水停止の強化、近隣の市
外転出者への訪問など未納者へのきめ細やかな対
応を行い、未収金を出さないように努める。

・収納率目標（現年度分）
　23年度　　　98.40％
　24年度　　　98.45％
　25年度　　　98.50％
　26年度　　　98.55％
　27年度　　　98.60％
　　※22年度実績：98.32％

※財政効果については別紙参照。

98.40% 98.45% 98.50% 98.55% 98.60% ・市としては、各年度の収納率の目標率を
定め、収納率向上のためのミーティングを
月２回実施して、業者への指導監督を行っ
た。実際の取組みとしては、近隣市外転出
者の対応として、市外徴収を年３回実施し
た。さらに、市外、県外転出者を対象に催
告書と合わせて通知文を郵送した。

・平成23年度の収納率は、98.41％（目標率
98.40％に対し、0.01ポイント増）であった。

・引き続き平成23年度で取り組んだ対応を
実施する。
・新規として、中止分未納者への電話催告
の対応強化を図り、収納率向上に向けて取
組んでいく。

43

下水道使
用料の収
納率の向
上

上下水
道課

・時効までの期間が水道料金とは異なることから、特
に現年度分の収納に重点を置き、滞納繰越額の増
加を防止する。水道料金と同様に未納者に対するき
め細やかな対応により未収金を出さないように努め
る。

・収納率目標（現年度分）
　23年度　　　98.40％
　24年度　　　98.45％
　25年度　　　98.50％
　26年度　　　98.55％
　27年度　　　98.60％
　　※22年度実績：97.95％

※財政効果については別紙参照。

98.40% 98.45% 98.50% 98.55% 98.60% ・下水道使用料の収納については、水道事
業への委託のため、水道料金の収納業務
と同じ実績である。実際の取組みとしては、
近隣市外転出者の対応として、市外徴収を
年３回実施した。さらに、市外、県外転出者
を対象に催告書とあわせて通知文を郵送し
た。

・平成23年度の収納率は、98.35％（目標率
98.40％に対し、0.05ポイント減）となった。

・引き続き平成23年度で取り組んだ対応を
実施する。
・新規として、中止分未納者への電話催告
の対応強化を図り収納率向上に向けて取り
組んでいく。
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学校給食
費の収納
率の向上

学校教
育課

・学校と連携し、未納額を増加させないように早期か
ら通知や面談を実施する。
・中学校を卒業した未納保護者には電話催告や催告
通知を発送するとともに、個別面談の実施を図るなど
徴収に努める。

・収納率目標（現年度分）
　23年度：99.57％
　24年度：99.59％
　25年度：99.61％
　26年度：99.63％
　27年度：99.65％
　※22年度：99.55％、過去5年間の平均は99.35%

※財政効果については別紙参照。

99.57% 99.59% 99.61% 99.63% 99.65% ・通知や面談を実施した。
・小学校、中学校を卒業する未納保護者に
は、卒業前に納付相談を実施した。

・平成23年度の収納率は、99.74％（目標率
99.57％に対し、0.17ポイント増）となった。
※過去5年間の収納率平均は99.35％で
あった。

・未納者に対し通知や面談を実施する。
・小学校、中学校を卒業する未納保護者に
は卒業前に納付相談を実施する。また、状
況に応じ、分納誓約書の提出を求めてい
く。
・児童手当による納付の申出書の提出依
頼をする。

45

② 積極
的な財
源確保

未利用財
産（土地）
の有効活
用

行政課

・将来的な事業のために取得した用地について、事
業用に使用するまでの間、民間への貸付等について
検討する。

土地貸付収入の増 検討 検討 実施 実施 実施 ・貸付については、具体的な検討に着手す
ることができなかったが、将来的にも利用
する見込みがない土地の売却の価格の算
定方法を見直し、要綱を制定した。
・土地の売却１件を実施した。

・土地を売却する際の価格の算定方法を決
定することにより、今後の迅速な土地売却
につなげることができた。

・他の自治体の事例を研究し、貸付につい
ての要綱を制定する。
・数値目標の設定が可能かどうかを含め、
未利用財産の活用方針を検討していく。

46

公共施設
における
有料広告
の導入

行政課

・現在庁舎に設置している広告付き電子掲示板のほ
かにも、広告付きの媒体の導入を検討する。

広告料収入の増加

※財政効果については別紙参照。

検討 検討 実施 実施 実施 ・平成24年度に市役所１階総合案内横に広
告付き案内板を設置するための仕様などを
定めるとともに、先進地を調査するなどの
準備を行った。

・平成24年度の導入に向けて、必要な準備
をすることによって、スムーズな導入を図る
ことができた。

・平成24年度に市役所１階総合案内横に広
告付き案内板を設置し、使用料収入と広告
掲載料を得る。
・財政効果見込256,000円（32,100円（使用
料収入14,250円＋広告掲載料17,850円）×
８月）

・広告掲載料の金額について適正さが保たれるよう
留意すること。

47
教材費の
徴収

健康課

・調理実習を行う教室で、現在無料参加のものを食
材費の一部負担金を徴収する。
・健康教室でテキストや教材を使用する場合に一部
自己負担金を徴収する。

①参加費用1人200円程自己負担していただく。
②全教室ではないが、テキスト代等を徴収する。

※財政効果については別紙参照。

検討 検討 実施 実施 実施 ・調理実習の参加者は172人であり、実施し
た場合の徴収金額は、172人×200円＝
34,400円となる。
・他市町の状況を調査した。

・他市町の調査及び他部署の調査を実施し
たことにより、具体例を把握できた。

・さらに調査を進め、徴収の対象とする項
目、額等詳細についてまとめる。
・他課との整合性を保つ。
・調理実習、健康教室については、コスト把
握をする。

・食材料費の徴収について、東海市は参加人数で
割って負担する方法を実施しているようである。同
市の方法を研究すること。
・その他の教材費についても、受講すれば自らのも
のになるという観点からすれば、自己負担を求める
ことは適切であると考える。ただし、市民への理解
を得るため、少しずつ自己負担の枠を広げるなどの
工夫をしてほしい。

48

③歳出
の効率
化

公共施設
の適正な
維持管理

行政課
他

・老朽化の進む公共施設の長寿命化を図るために、
総合的かつ計画的な施設改修等を推進するととも
に、市民ニーズに合わせた多目的利用などを進め、
公共施設の有効活用を図るため、公共施設の維持
管理に関して実情に合わせた計画を策定する。

公共施設の状態を客観的に把握・評価し、中長
期的な視点に立って効率的・効果的に管理・運営
することで、資産全体の効用を最大化することが
できる。

検討 検討 検討 検討 実施 ・公共施設再配置計画を策定している自治
体の事例を調査した。

・公共施設の長寿命化、計画的な改修等の
前提となる公共施設実態調査の有効性を
確認した。

・公共施設の現状を把握するための調査に
着手する。
・公共施設維持管理のための整備基金に
ついて検討する。

県内の平均収納率は99.64％であり、
岩倉市は若干下回っている。
したがって、平成27年度に県下平均を
上回ることを目標とする。



23 24 25 26 27

行政経営プラン推進委員会からの意見
（平成２４年８月）

№ 平成24年度の計画平成23年度の実績（実施内容） 平成23年度の実施効果取組業務

年度目標

効果見込取組内容所管課
行政経営プラン

の
位置づけ

49

市役所庁
舎の適正
な維持管
理

行政課

・庁舎修繕に関する５か年の計画を作成し、計画的
かつ適切な修繕、補修を行う。
＜年度ごとの取組内容＞
　毎年度、見直しを行いながら５か年計画を策定す
る。
　計画的修繕の経費の上限額を設定する。

庁舎建設後１０年が経過し、今後、維持補修費の
増大が見込まれる中、適切な管理を行うことによ
り、年度ごとの維持補修費の平準化を図るととも
に、設備の長寿命化にもつながる。

実施 実施 実施 実施 実施 ・庁舎修繕５か年計画に基づき、計画的な
修繕を実施した。

　　平成23年度計画額　8,645千円
　　　　　　　 　　実績額  7,243千円

・計画に基づいた修繕を実施することで、適
切な維持管理を行うことができた。

・引き続き５か年計画を作成し、計画的な修
繕を行う。
　平成24年度計画額　9,780千円

・過去の修繕の実績及び今後の予測に基
づき、年間の修繕料の目標上限額を設定
する。

50

雑草対策
工法の改
善

都市整
備課

・毎年、市内各所の道路、水路等で草刈作業を実施
しているが、施工箇所がある程度限定されるようなも
のであり、地域住民による草刈作業等の維持管理方
法や現状に合わせた改善対策工法（防草シート、コン
クリート張り等）など雑草対策について検討する。

現状に合わせた改善対策工法（防草シート、コン
クリート張り等）を実施することにより、長期的な
維持管理コストの縮減を図る。

（参考）平成23年度　水路敷草刈業務
5,040,000円（11,260㎡×2回）
＊年間費用　450／㎡
●防草シート設置費用　2,500円／㎡
●コンクリート張費用（厚5㎝）　3,500円／㎡

検討 検討 実施 実施 実施 ・市内において実施している「五条川堤防
道路草刈業務実施箇所」、「シルバー人材
センターへの除草委託業務実施箇所」、
「地元剪定箇所」、「市が雇用する作業員に
よる公共施設維持管理業務実施箇所」等
から草刈り・除草の必要な箇所の抽出を
行った。

・草刈り・除草の必要な箇所を抽出できたた
め、雑草対策実施に向けての準備が整っ
た。

・雑草対策箇所ごとの対策工法を決定し、
実施する。
・住民協働による雑草管理方法の検討を行
う。

51

公園施設
長寿命化
計画の策
定・推進

都市整
備課

施設の老朽化により、修繕等の維持管理費用負担が
増大する中、施設の長寿命化を図るため、長寿命化
対策（施設の改修・更新）を検討するとともに、公園施
設長寿命化計画を策定し、以後、計画的に施設の改
修・更新を実施していくもの。

維持管理費用を平準化し、計画的に施設の改
修・更新を実施することにより、施設の長寿命化
を図ることができる。

策定 実施 実施 実施 実施 ・公園施設の安心・安全を確保するため、
健全度調査結果に基づき、バリアフリー対
応を含めた施設の修繕・改築・更新を行う
ための公園施設長寿命化計画を策定した。

・公園施設の長寿命化のために必要な修
繕内容、時期等が明らかになった。

・下り松公園において、便所等の改修工事
を実施する。

52

橋梁長寿
命化修繕
計画の策
定・推進

都市整
備課

老朽化する橋梁に対して、橋梁の長寿命化を図るた
めの予防的な修繕計画の策定について、平成２４年
度は、橋梁の健全度を把握するための点検を実施
し、平成２５年度には、点検結果を基に長寿命化修
繕計画を策定し、以後、計画的に修繕を実施していく
もの。

計画的に修繕を実施することにより、橋梁の長寿
命化を図ることができる。

検討 点検 策定 実施 実施 ・平成24年度実施予定の橋梁点検業務発
注に向けて情報収集を行った。

・平成24年度実施予定の橋梁点検業務発
注に向けて準備が整った。

・点検結果を基にした長寿命化修繕計画の
策定に向けて、平成24年度は、橋梁の健全
度を把握するための点検を実施する。

53

公共下水
道への接
続促進

上下水
道課

・供用開始区域における宅内排水設備の設置及び公
共下水道への早期接続を促進し、水洗化率の向上を
図る。
・戸別訪問や文書送付により接続の必要性について
啓発するとともに、融資あっせん制度（利子補給制
度）の活用をＰＲし、より活用しやすい制度への見直
しを行う。
※水洗化率＝供用開始区域内での接続済人口÷供
用開始区域内人口

・公共下水道整備による水質保全などの事業効
果が高まる。
・接続戸数が増加することにより、使用料収入が
増加する。
・汚水量の増により、維持管理コストの軽減につ
ながる。
・水洗化率目標
　23年度　　　89.20%
　24年度　　　89.30%
　25年度　　　89.40%
　26年度　　　89.50%
　27年度　　　89.60％
　　※平成22年度水洗化率　88.96％

89.20% 89.30% 89.40% 89.50% 89.60% ・供用開始後１、２年経過の未接続世帯を
中心に年４回（延べ204件）の戸別訪問及び
文書送付を実施した。
・市広報での下水道接続促進PRを行った。

・平成23年度の水洗化率は、88.18％（目標
率89.20％に対し、1.02ポイント減）となった。
・融資あっせん制度（利子補給制度）につい
ては利用実績がなかった。

・本年度も下水道接続に対する理解を得る
ために戸別訪問及び文書送付を行う。
・住宅リフォーム補助制度を活用して接続
促進を図る。

54

支給物品
等の消耗
品の見直
し

会計課

・契約担当課と協議し、平成24年度は１５品目につい
てメーカー指定の廃止に向けて検討をする。（メー
カー指定、６０品目）

メーカー指定を廃止することにより、より安価に契
約することができ、経費削減効果が、期待でき
る。

検討 実施 実施 実施 実施 ・各課からの要求数を精査し、平成24年度
は、一部の物品をメーカー指定なしの同等
品にすることとした。また、要求の少ない物
品については、廃止するように検討した。

・平成24年度以降の経費の節減につながっ
た。平成23年度の購入実績（22,149円）から
試算すると、平成24年度は、4,030円の減額
となる。

・平成24年度は、さらに残りの品目につい
て、メーカー指定の廃止を検討する。

・新規採用職員への文房具の支給が適切かどうかを
改めて検討すること。
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学校給食
センターの
維持管理
の効率化

学校教
育課

・学校給食センターの老朽化及び安全衛生管理面の
状況を踏まえ、より安全で安心な給食の提供を行うた
め、施設の改修計画・運営計画を策定し検討する。

効果的・効率的な学校給食センター業務の運営
を行うことができる。

検討 検討 実施 実施 実施 ・愛西市、扶桑町の新設センターを視察し
た。また、長久手市、各務原市の施設を調
査研究した。

・現在の施設の状況を把握できた。
・新学校給食センター建設の基本方針策定
について準備が整った。

・新学校給食センター建設の基本方針を策
定する。
・災害時の対応等については、平成２５年
度策定予定の基本計画の中で、検討して
いく。
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経常経費
等の見直
し

-

・予算編成時に、経常経費（旅費、需用費、役務費
等）、市単独事業委託料、その他事務事業の見直し
を行うことにより経費の削減に努める。

予算編成時に削減を行うことにより新たな事業費
を生み出すことができる。

※財政効果については別紙参照。

実施 実施 実施 実施 実施 ＜平成23年度予算編成時の編成方針等に
基づく削減額＞
・経常経費の削減：31,624千円
・まつり等市単独事業委託料の見直し：
7,936千円
・補助金の見直し：6,987千円
・医師会・歯科医師会の報酬等の見直し：
181千円
・上記以外の事務事業の見直し：20,275千
円

＜平成24年度予算編成時の編成方針等に
基づく削減額＞
・経常経費の削減：45,062千円
・医師会・歯科医師会の謝礼等の見直し：
2,334千円
・上記以外の事務事業の見直し：6,157千円

57

④ 財政
情報の
公表と
財務諸
表によ
る分析

広報・ホー
ムページ
等の活用
による財
政情報の
提供

企画財
政課

岩倉市財政状況の公表に関する条例の規定により
財政状況を公表している。広報紙、ホームページに
は、予算の概要、決算状況（付属の主要施策報告
書）、財務書類４表、財政健全化判断比率等を掲載し
ている。この公表を図、表、用語解説等を付記し、よ
りわかりやすいものとしていく。また、会議等、機会を
捉えて、財政状況等を提供していくとともに、それに
対する意見の収集に努める。

行政施策の説明責任を果たすことを目的とした財
政状況の公表により、市民等に、その状況を正し
く、広く認識してもらうことができる。そのことで、
市民信頼を深められ、市政への直接関与ととも
に、施策の可否や改善提案といった市政への間
接参画の促進効果が期待できる。

実施 実施 実施 実施 実施 ・広報には、５月１日、６月15日、11月15日
号に財政状況を公表した。市民からの指摘
を受け、よりわかりやすくするよう、11月の
公表から、前年度との比較増減理由を追加
した。
・ホームページでは、予算の概要、決算状
況、財務書類４表、財政健全化判断比率等
を掲載している。
・冊子として公開していた主要施策の成果
報告書をホームページに公表することとし
た。

・施策の成果を公表することで、事業の状
況を正しく、広く認識してもらうことができる
ようになった。

・平成24年度予算の主要事業は、市民によ
りわかりやすくを意識して、課別に区分して
広報で公表する。
・決算資料（主要施策の成果報告書）につ
いても、より関心をもっていただけるように
一部、様式を変更する。



23 24 25 26 27

行政経営プラン推進委員会からの意見
（平成２４年８月）

№ 平成24年度の計画平成23年度の実績（実施内容） 平成23年度の実施効果取組業務

年度目標

効果見込取組内容所管課
行政経営プラン

の
位置づけ
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① 効果
的・効
率的な
組織体
制

効率的な
行政サー
ビスを展
開していく
ことのでき
る組織運
営と市民
にわかり
やすい組
織づくり

秘書課

職員へのアンケートの実施や組織機構検討委員会
の設置並びに、市政モニターやインターネットなどを
利用して、随時、市民からも意見を集約し、組織づくり
を継続して検討する。組織目標の実現に向け、グ
ループ制をさらに有効活用するとともに職員の適正
配置に努める。また、各部署にまたがる課題につい
て、特命課題として位置づけ、全庁的な取組体制を
整備し推進する。

行政課題や市民ニーズに対応することができる。 実施 実施 実施 実施 実施 ・平成22年度の組織・機構検討委員会の報
告を受け、平成23年４月に組織の一部見直
し（介護福祉課と都市整備課内のグループ
数をそれぞれ３グループから４グループに
変更等）を行った。

・行政課題や市民ニーズに対応することが
できた。

・より効率的な組織にするため、組織・機構
検討委員会を設置し、平成25年4月の組織
改編に向けて取り組む。

59

② 人財
育成の
推進

職員の能
力開発

秘書課

・人材育成基本方針の策定とそれを具体化するため
の研修を実施すると同時に、人を育て、活力を生み
出す職場づくりにも取り組む。また、職員提案や業務
改善運動などにより、職員の意欲と能力が最大限に
発揮できる環境づくりと提案等の実現に向かう仕組
みづくりを整備する。

職員一人ひとりの能力開発、意欲の向上とその
能力や可能性を引き出すことにより、組織として
の総合力が高まる。

検討 検討 実施 実施 実施 ・職員研修等を実施し、職員を育て、活力を
生み出す職場づくりに取り組んだ。
・岩倉市独自で23の研修を実施、外部研修
機関等に64の研修に職員を派遣した。（受
講者923名）
・職員提案：22件（平成22年度15件）の提案
があった。業務改善運動：30チーム（平成
22年度29ﾁｰﾑ）が改善に取り組んだ。

・職員の意識改革、スキルアップに繋がっ
た。

・引き続き、やる気を掘り起こす職員研修を
実施するとともに、自ら課題を発掘し解決し
ていく「自律行動型職員」を育成するため、
職員提案制度や業務改善運動などを継続
して取り組む。
・岩倉市のめざすべき職員像、職場像を明
確化して、人材育成の方策を定めた「人材
育成基本方針」の策定に向けて検討する。

・業務改善運動はよいことであると思うので、今後
は、この運動についての市民へのアピールを検討す
ること。
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③職員
数の適
正化

効果的・効
率的な定
員管理

秘書課

・官と民との役割分担の検討、再任用職員・嘱託職
員・パート職員等の活用、高度な専門知識を持った
人材の確保などを視野に入れた定員適正化計画を
作成し、市民ニーズや業務量に見合った適正な職員
数の管理に努める。

効果的・効率的な行政運営を行うことができる。 検討 検討 実施 実施 実施 ・平成23年４月１日現在の職員数は、371名
であった。（行政改革集中改革プランの最
終目標であった平成22年４月１日の目標値
は369名であったが、その後、消防職員の
定数を４名増員したため、373名を現在の目
標値としている。）

・効果的・効率的な行政運営を行うことがで
きた。

・職員の配置は、さまざまな行政需要に左
右されることから、画一的に判断することは
難しいが、類似する団体などと比較し、岩
倉市にとって適正な定員管理を継続的に推
進していく。
・定員適正化計画を作成するための準備を
行う。

・時間外勤務実績についての資料が提出されたが、
職員一人当たりの実績を示すなど、外部の委員にも
わかりやすい資料作りに心がけること。
・昭和４０年代後半から５０年代前半にかけて採用
した技術職の職員が今後数年で定年退職を迎える。
この中には高い専門性やノウハウを有している職員
が多いので、若手職員に経験を受け継ぐ意味でも、
再任用として活用してほしい。
・公務員の働き方、給料について、市民にきちんと
理解されることを目指して、あらゆる機会を活用し
て丁寧に説明すること。

（平成24年度追加）
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（２）より
確かな
市民協
働の推
進

③市民
と行政
の情報
の共有

傍聴環境
の向上

議会事
務局

・本会議及び委員会の傍聴者数の増加に取り組む。
・市民に審議内容をより理解してもらうため、傍聴者
用資料の作成、配布を検討し、市議会だよりやホー
ムページを利用しての傍聴の呼びかけを行う。
・委員会においては、第２・第３委員会室を１つの部
屋として使用し、傍聴席を増設するなど、傍聴環境の
整備について検討する。

市民に広く周知することで、議会についてより関
心を持っていただくことができる。

検討 検討 実施 実施 ・議会報告会などで市民から出された意見
を参考にして研究する。
・引き続き市議会だよりやホームページを
利用して傍聴への呼びかけを行う。（平成
23年度の傍聴者数の実績117人に対し、平
成24年度の傍聴者数目標を150人とする。）
・先進地の調査、研究を行う。

・市民に「議会に行ってみたらそんなにおもしろい
ことがあるのか」ということが広がれば傍聴者は増
えるはずである。このようなことを理解してもらえ
るような取組を進めること。
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(1) 質
の高い
行政
サービ
スの推
進

②民間
活力の
積極的
活用

みどりの
家・希望の
家の指定
管理者更
新の検討

児童家
庭課

・地域交流センターみどりの家及び青少年宿泊研修
施設希望の家については、平成21年度から指定管理
者制度を導入している。指定期間は、平成25年度ま
でとなっており、利用者会議等によるモニタリングを
実施しながら業務改善や平成26年度の次期指定に
向けた検討を進める。

民間活力の活用と利用者ニーズに合わせた施設
の管理運営ができる。

検討 実施 実施 実施 ・施設の特性に合ったモニタリングを行うた
めの評価項目・方法を検討する。

・市民がよりいっそう利用しやすくなるという観点
から、モニタリングの方法を検討すること。

　
　
組
織
力
・
職
員
力
の
向
上

（定員適正化計画の作成）

（人材育成基本方針の策定）

（４）




